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「安全確保上必要な設備」の考え方について 

 

審査基準において、添付資料六に係るものとして以下の記載がある。 

 

３．申請書に添付する書類の記載事項に対する審査基準 

（６）廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設等及びその性能等並び

にその性能等を維持すべき期間に関する説明書 

原子炉施設の廃止措置においては、公衆及び放射線業務従事者の受け

る線量の抑制又は低減の観点から、当該施設内に残存する放射性物質の

数量及び分布等を踏まえ、核燃料物質による汚染の除去手順、設備・機

器又は施設の解体手順等の措置が立案されていること。また、これら措

置との関係において、維持すべき設備・機器及びその機能並びに必要な

期間が、廃止措置期間を見通し適切に設定されていること。 

原子炉の機能停止時又は原子炉施設の解体撤去時の残存放射性物質

の種類、数量及び分布の評価結果とそれらを踏まえて立案された施設の

解体時期、解体作業範囲及びその手順（解体作業前除染、系統の隔離又

は密封等、遮蔽体又は遠隔操作装置の活用等）等との関係において、維

持管理すべき設備及びその機能並びにその機能を維持すべき期間が、廃

止措置の段階に応じ、公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又

は低減の観点から示されていること。 

この場合、公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制等のために

必要な設備の維持管理、その他の安全対策について、以下のような事項

に関する措置が示されていること。 
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１）建屋(家)・構築物等の維持管理 

［略］ 

２）核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の維持管理 

［略］ 

３）放射性廃棄物の廃棄施設 

［略］ 

４）放射線管理施設の維持管理 

［略］ 

５）解体中に必要なその他の施設の維持管理 

①換気設備［略］ 

②商用電源が喪失した際の電源設備［略］ 

③その他の安全確保上必要な設備（照明設備、補機冷却設備等）につ

いては、適切な機能が確保されるよう維持管理すること。 

６）検査・校正 

［略］ 

７）その他の安全対策 

［略］ 

 

廃止措置計画認可申請書の添付資料六に記載している維持管理対象設備

は、上記の考え方に基づき選定している。 

ここで、「安全確保上必要な設備」とは、上記の考え方を踏まえ、廃止措置

を実施する上で公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の

観点から必要な設備であると考えており、今回の申請においては、使用済燃
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料の冷却に係る設備が該当する。 

使用済燃料の冷却が不要となれば、原子炉補機冷却設備や補機冷却海水設

備の記載は不要となると考えている。 

なお、原子炉補機冷却設備や補機冷却海水設備は、使用済燃料の冷却以外

に、廃液蒸発装置等の他の設備の冷却も行っているが、仮に廃液蒸発装置の

冷却ができなくとも、廃液の処理が止まるだけであり、公衆及び放射線業務

従事者の受ける線量に影響はないことから、使用済燃料の冷却が不要となっ

て以降は、維持管理対象設備に該当しないと考えている。 

102/102


